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１　概　況

今からほぼ７年前、１９９４年７月２５日から２９日に

かけ米国で最初の周波数のオークションが行われ

た。対象は、９００MHz帯の狭帯域パーソナル通信

サービス（ページングサービス）、いわゆるポケ

ベルサービスだ。米国全域をサービスエリアに１１

の免許が付与される。２９社が各 ３々５万ドルの入札

参加料（預託金）を前払いして応札した。応札は

合わせて４７ラウンド、日数にして５日間に及んだ。

Nationwide Wireless Network Corp.、 Paging

Network of Virginiaなど６社が落札して入札は終

わった。落札額は合わせて６．２億ドル。それ以降、

今年２月までの間に、連邦通信委員会（FCC）は、

パーソナル通信、衛星放送、地上放送、固定地点

間ビデオ・データ伝送など様々な無線サービス・

業務を対象にオークションを３３回行った。落札者

は重複分を含め１５，０８７で、その落札額は約４１６億

ドルにのぼっている。

２　オークション制度導入

２．１　なぜ周波数オークションなのか

稀少な周波数資源の配分においてオークション

を導入する理由は、「誰がどの価格で周波数免許

を獲得すべきか。」という基本的な問いかけの中

にある。

オークションに代わる方式は、免許審査やくじ

（抽選）である。米国では、オークションに先

立って実施されいずれも取止めになった。

免許審査の方式は、周波数使用に関心をもつ人

がその利用法について提案することから始まる。

この方式はよく「美人コンテスト」にたとえられ

る。すべての提案を聞いた後、行政当局は、最も

魅力的な提案を行った者に周波数を付与する。し

かし、美人コンテストは幾つかの問題を抱えてい

る。まず、手続きがきわめて遅く非効率なことだ。

ヒアリングを簡素化してもFCCが３０件のセルラー

免許を与えるのに平均２年かかった。競争相手は、

多くのお金を費やし行政当局の決定に影響を与え

ようとする。さらに、美人コンテストは透明性に

欠ける。なぜある提案が他を押しのけて勝利した

のか、理解しづらい。

セルラー免許の付与が受忍しがたいほど遅延し

たことからFCCはくじに切り替えた。くじでは、

FCCは、応募者から無作為に免許の勝者を選ぶ。

ここでの問題は、免許が多大の効用・価値をもた

らすことから多数応募しようとするインセンティ

ブがでることだ。事実、FCCは、セルラーの抽選

で４０万以上の申請を受け付けた。あまりに多数の

申請は、申請書の作成や審査に無駄なエネルギー

を投じることになる。さらに、勝者がそのサービ

ス提供に最もふさわしいとは必ずしも言えない。

一旦、免許が不適当な者に付与されたなら、市場

取引を通じ然るべき者に免許を移転させるには幾

年もかかる。抽選方式は、瞬く間にオークション

に取って代わられた。
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２．２　NTIAのレポート

周波数免許にオークションを導入すべき、との

主張は、１９９１年の商務省国家通信情報局

（National Telecommunications and Information

Administration: NTIA）のレポートなどが契機であ

る。

NTIAのレポートのタイトルは「米国周波数管

理政策：未来への議題」。周波数の有効・公正利

用の拡大、技術革新の促進、利用者ニーズの充足

を進めるため、１）国防、防災、航空管制などの

ための連邦政府用周波数を管理するNTIAと電気

通信事業など民間セクターの周波数の管理を行う

FCCが一層協力すること、２）厳格な周波数割当

て原則を緩和し利用者・用途・技術基準の弾力化

を図ること、３）周波数を長期計画に基づき割り

当て、また、コンピュータデータベースで管理す

ること、といった提言とともに、市場重視の周波

数管理の提言を行った。

NTIAは、免許申請の競合（競願）、周波数の

「退蔵」、社会的に望ましいサービスの未実現と

いった問題を解決するため、効率性、公正さの観

点から市場重視の周波数管理が適当であると結論

づけ、次のような事項を具体的な提言としてあげ

た。

①　競争入札の導入

FCCは、これから新規に利用・開拓される無線

通信分野において公共の利益を勘案しつつ周波数

免許に競争入札制度を導入すべきである。

②　政府専用周波数帯の民間への利用開放

NTIAとFCCは、政府専用周波数帯の民間への

リースについて検討すべきである。

③　利用者間の周波数取引

１０GHz以上の周波数帯や政府専用周波数帯にお

いて、FCCは、民間利用者間で周波数の売買やリ

ースを試みるべきである。

④　周波数利用料の徴収

NTIAとFCCは、周波数の有効利用を図り周波

数管理機能を拡充するため、周波数利用料の徴収

について検討すべきである。

２．３ １９９３年包括財政調整法

このような主張が法律に根拠をもって現実化し

たのは、１９３４年通信法の改正を法案の一部とする

１９９３年包括財政調整法が成立したときである。

この法律では、行政手数料（通信法９条）の制度

化とともに、周波数のオークションがルール化さ

れた（通信法３０９条（ｊ）項）。オークションは、当

初は１９９８年９月までの時限措置であった。しかし、

１９９８年予算調整法により期限延長がはかられ２００７

年９月までオークションを行うことが認められた。

２．４ １９９８年予算調整法

この期限延長を盛り込んだ１９９８年予算調整法で

は、さらに次の事項が定められた。

①　オークション用にさらに追加的に、FCCは

１００MHzを、NTIAは政府専用周波数帯から２０

MHzを割り当てる。

②　FCCは、アナログテレビ放送に使用されてい

る周波数をオークションに付する。このオーク

ションは、２００２年に実施する。既存の放送会社が

オークションに付された周波数から撤退する最終

期限は２００６年とする。

ディジタルテレビ放送が現在のアナログ放送と

交代するのは２００６年までの間を予定する。

しかしながら、次の３つの条件を満たせば、

FCCは、アナログテレビ放送用の周波数の返還期

限を延伸することができる。

（１） ４大ネット（ABC、CBS、NBC、FOX）の

いずれかがディジタルテレビ放送を実施し

ていない場合。

（２） ディジタル・アナログ変換技術の利用が一

般的に困難である場合。
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（３） １５％以上の家庭がディジタルテレビ信号を

受信するテレビ受像機をなお保有するに至

らない場合。

③　FCCは、利用が少ないUHF帯のテレビチャネ

ルCh６０～Ch６９の３６MHzをオークションに付する。

（なおこのテレビチャネルに割り振られた周波数

のうちオークションにかけない２４MHz分は公

共・安全業務に割り当てる。）

３　FCCのオークションの仕組み

３．１　同時・多ラウンドオークション

FCCのオークションのやり方は、さまざまな角

度から検討を加え面白い工夫のある特殊なものに

なっている。同時・多ラウンドオークション

（simultaneous multiple-round auction）というもの

である。この方式は、オーストラリア、カナダ、

メキシコ、オランダ、英国でも導入されている。

わが国の不動産の競売や公共事業の入札の方式

は、応札者が一回だけ札を入れる方式である。開

札の結果、普通は、最高価買受け申出人が落札者

に決まる。

これに対し、FCCの方式は、東京の築地魚市場

の競りや美術品オークションで有名な英国のサザ

ビーズを想像してもらえばよい。多数の応札者が、

その落札希望値を会場で声を出して言う。当然、

応札値はそのオークションに参加している人全員

にオープンで、入札参加者はライバルの希望値を

知ってさらに高値をコールする。どんどん値が競

り上げていくわけだ。このやり方は英国式オーク

ションと言われているものだ。ただ、FCCの方式

には面白い工夫がしてある。周波数を一つずつ競

売にかけるのではなく、関連性のある周波数を一

まとめにして一度に競り合うのだ（simultaneous）。

応札者数、応札値が一定の算式で求められた基準

を超えると、次のラウンドが始まり、また、応札

者が一斉にコールする（multiple-round）。さらに、

サザビーズなどのような現実のオークション会場

はない。インターネットで結ばれたFCCのコンピ

ュータにすべてのコールが集まり、値動きは、応

札者のパソコンのディスプレー上に表示される

（電子競売）。

３．２　オークションの工夫

そのほか、さまざまな工夫が試行錯誤されてい

る。

たとえば、キャップ制といって、一地域で一事

業者がもつことができる周波数の帯域は、４５

MHz（農村地域は５５MHz）に限るようにしてあ

る。周波数の独占化・寡占化を防ぎ競争環境を構

築しようという趣旨からだ。オークションの地域

的な区割りは、ほぼ同人数の人口で区分けした地

域を単位にしている。その地域の数も、無線サー

ビス・業務の特性に応じ増減する。当然、衛星放

送では全国一つであるが、移動通信は数多くの地

域に分割してオークションが行われる。

入札に参加するには、預託金（参加料）をあら

かじめ支払うことが必要だ。この参加料は入札が

終われば戻ってくるが、不真面目な応札者を排除

する効果がある。参加料は、入札のユニットごと

に（周波数帯域（MHz）×当該地域の人口）を

ベースにはじき出される。たとえば、AB広域

PCSのオークションでは帯域３０MHzで人口1千万

人の１ユニットで、参加料は６００万ドルであった。

落札者は、オークション終了後５営業日以内に落

札額の２０％を頭金として支払う。そして、残りの

８０％は、オークション後１～３月以内に付与さ

れる免許を得た日から５営業日以内に支払う義務

を負う。

また、幾つかの種類のオークションでは広く入

札参加者を募るため、指定企業（経営者が女性や

マイノリティ出身の企業や小規模企業）に応札額

を評価する上で１０～４０％の「げた」を履かせる工
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夫もある。

３．３ オークションのスケジュール

FCCのオークション日までのおおむねのスケジ

ュールを次のとおりである。

１８０～１２０日前　第一次公告

FCCは、オークションに付する周波数について

公告。この公告により、応札を企図する者は、資

金調達、市場調査、設備の利用可能性評価が可能

になる。

FCCでは、プロジェクト・マネジャー、法律専

門家、エコノミスト、アナリストなどから構成さ

れるオークション担当チームが結成される。

１９９７年均衡予算法に基づき、FCC無線通信局は、

オークション実施要領、前払い預託金額、最低開

始応札水準/最低価格などについてパブリック・

コメントを求める。

９０日前　入札条件の公告　

無線通信局は、オークションの手続き、条件を

公告。

４５日前　セミナー

応札を予定する者を対象にセミナーを実施。

３０日前　応札申請書類（FCC書式１７５）の締切り

期限

申請者の所有関係を明らかにしオークションで

取得したい市場・免許を記載する申請書類を提出。

提出は電子申請による。

２１日前　申請状況を公告

申請期限後、FCCは、申請書類を審査。申請書

類を受け付けたか拒否したかを公告する。申請書

類が不完全である場合は、その理由を付して通知

する。

１４日前　預託金納付の締切り　

申請の締切りから約２週間後で、オークション

の２週間前に、オークション参加のための入札参

加資格ユニット（bidding units）の購入に充てる

預託金（返還可能）を納付する。

なお、先に申請書類が不完全とされた申請者の

再申請の期限は、預託金納付期限となる場合が多

い。

１０－１２日前　有資格入札参加者の公告

有資格入札参加者のリストを、そのFCCアカ

ウント番号、入札参加資格、応札希望地域と合わ

せ公告する。その公告では、また、模擬入札、オ

ークション初日のラウンド数などのオークション

関連情報も盛り込む。

この公告後、直ちに有資格入札参加者の登録が

開始される。翌日配達郵便が２通申請書類記載の

申込み担当者に送付される。その郵便には、秘密

入札アクセスコード、自動オークションシステム

ソフト、有資格入札参加者リスト、電話入札の専

用電話番号などの書類が同封されている。

５日前　模擬オークション

FCCは、模擬入札を実施。電子入札、電話入札

のいずれの方式にも慣れるとともに、同時・多ラ

ウンドオークションのルール、実施方法を習得す

る。

３．４　免許の有効期限等

このようなオークションを経て競り落とした者

は、FCC規則によりその周波数を１０年間使うこと

ができ、FCC規則違反をせず、使用開始条件を満

たすときは、一般的にわずかの手数料を支払って

更新し継続使用することができる。周波数免許の

再販は、不当な経済的利益（unjust enrichment）

を生まない限り、認められる。

４　米国の市場指向型周波数政策の考え方

４．１　議会証言

米国の周波数オークションは、前述したように

市場指向型の周波数政策を基本に行われている。

昨年７月１９日開かれた下院商務委員会通信・貿
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易・消費者保護小委員会でFCC無線通信局のTom

Sugrueも、次のように証言している。

「FCCは、市場指向アプローチ（Market-oriented

approach）により周波数を管理し、増大する周波

数需要に応じてきている。１９９３年包括財政調整法

に、商用移動電波サービス（Commercial Mobile

Radio Services : CMRS）の条文が組み入れられた

とき、合わせてFCCに対して、規制の弾力化と市

場参入促進の義務が課せられた。この政策の根底

には、商用移動通信事業は、技術革新と激しい競

争がうずまく市場で成長発展すべき、との考えが

あった。

移動通信ビジネスの進捗を確保するため、

CMRS産業の競争状況を毎年FCCがフォローする

よう連邦議会は求めた。5年前、消費者は、わず

かに２社のセルラー事業者の間で、限られた地域

で、料金競争も不活発で、サービスの種類・品質

も劣った選択しかできなかった。現在、全米のほ

ぼ４分の３の地域では、５社以上の事業者が競い

合ってサービスを提供している。毎年、携帯電話

への申込みは増え続け通話料水準も低下しつづけ

ている。さらに、６社がサービスエリアを拡張し

全米ほぼどの地域からもローミングの負担なしに

通話できるようになった。今では携帯電話は、固

定電話の代替的な競争手段という域を超え、固定

電話をもたず携帯電話しかもたないという消費者

も増えている。」

４．２　公共の利益を促進するための市場指向型周

波数政策の活用

（１） はじめに

この市場指向型の周波数政策について、FCCの

Gregory L. Rosston（副チーフ・エコノミスト）と

Jeffrey S. Steinberg（無線通信局商用無線課特別顧

問）が共同で、１９９７年１月、「公共の利益を促進

するための市場指向型周波数政策の活用」を発表

した。この論文は、米国のスタンスを詳述してい

るので要約し紹介したい。FCCの公式見解を示し

たものではないと言いながらFCCのホームページ

に掲載されていることから、FCCで一定の影響力

を持っている論文であろう。

ただ、紹介の前に断っておかなくていけないこ

とがある。それは、米国の周波数政策（周波数の

割当て、免許など）やその行政手続きは、我が国

のそれと異にするところが多く、筆者自身必ずし

も米国の考え方が適当だと思えず、全面的に肯定

できない点が多いことだ。しかしながら、やはり

米国の政策や行政手法がITU、OECDなどの国際

機関の協議や二国間協議を通じ世界に相当の影響

力をもっていることも事実であり、米国の考え方

を理解しておくことは大切なことだと思う。

（２） 概要

周波数資源は、特別の性質をもつ有用な天然資

源である。増殖も破壊もできない。他の天然資源

と異なり時の経過とともに費消されるということ

もない。しかし、一定の時間・空間で利用できる

周波数は限られている。

FCCの最大の使命は公共の利益を促進すること

である。連邦議会は、周波数の管理を国の管轄の

もとに置き、周波数の私有は認めていない。

公益実現のため、周波数の利用のあり方はいろ

いろだ。政府機関が周波数を全体的に管理し、国

防、警察・消防など個々の公共機関が、事業・事

務を行うため無線施設を所有・運用する形態もあ

る。しかし、特定の公共機関にあらかじめ周波数

を留保することは、効率的なコスト負担、競争的

な価格設定によって、最適な資源配分、サービス

提供をはかろうとする競争市場メカニズムを阻害

するものだと言えよう。周波数利用の点からみる

と、公共の福祉が十分はかられているとは言えな

い。FCCは、市場メカニズムを信頼し、その機能
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が最大限発揮されるよう、周波数の割当て、免許、

利用などの政策を具体化し、公益達成を促すこと

ができるし、そうすべきであろう。

FCCは、周到に検討された枠組みがあれば、公

共の利益の最大化のため、健全で継続的・競争促

進的な周波数政策を定めることができる。

（３） 競争市場

周波数は、一般的には、最高の価値を持ちその

コストを支払ってもよいと誰もが思うサービスに

活用されるとき、最大の便益をもたらす。しかし、

政府は、特定のサービスに対する国民のニーズや

新しい技術の将来動向を、確信をもって予想する

ことはできない。たとえ、技術や国民のニーズが

不変であるとしても、中央政府の計画担当者がで

きることには限度がある。たとえば、周波数の潜

在的な利用の効用について予測し、各サービスに

利用されるべき周波数を決定することが計画担当

者の役割だが、これらの予測・決定は、正確とは

とうてい言えないものだ。技術革新の急激な進展

によって、FCCは、実用化される無線サービスは

何か、数年先のサービスで有効な周波数帯がどこ

か、といったことを、自信をもって判断しえない。

また、各サービスへの国民のニーズが何で、変化

するニーズにどう応えるべきか、も断言できない。

仮に、FCCが、ある時点で最も経済的な周波数の

利用方法を正しく判断しえたとしても、FCCは、

技術革新、経済発展の動向に合わせるよう、絶え

ず周波数の割当てを見直すことが不可欠だ。この

周波数割当ての見直しでは、残念ながら、貴重な

公的・私的資源を費消し、今後も周波数を使用で

きるはずだというユーザの安心感を損ない、投資

を抑制し、新サービスの実用化を遅らせることに

なる。また、新規サービスの実用化に先だって、

起業家は、そのアイデアを広く公開しなければな

らず、そのため、市場に真っ先に参入する者の利

益が著しく損なわれることになる。このプロセス

は新規事業開拓の意欲をそぐ可能性が高い。

中央計画システムの不備を認識すれば、FCCは、

周波数の経済的有効利用を保証するため市場経済

のメカニズムに可能な限り依るべきである。完全

競争市場では、企業は、最も効率的な方法で消費

者が最も望む商品・サービスを生産し、最も競争

的な価格でこれらの商品・サービスを提供するで

あろう。さらに、起業家は、それまで不完全な競

争環境下で提供されてきた商品・サービスの生産

に機動的に参入するインセンティブをもつであろ

う。なぜなら、それらの商品等の生産は、最大の

収益の機会を与えることになるからだ。このよう

に、合理的な競争条件があり重大な市場の失敗が

ない場合、市場のほうが、政府規制より迅速・確

実に、資源の経済的な有効活用を促すであろう。

それゆえ、FCCの周波数政策は、競争的な市場

メカニズムを受け入れ助長すべきである。多くの

場合、FCCは、単に干渉しないということでこの

方針を実現できる。重大な市場の失敗や公共の利

益への無視し得ない配慮といった例外的な場合を

除き、FCCは、周波数を特定のサービスに活用す

べき、と強制すべきではない。FCCは、サービス

提供上の規制を最小限にするよう努めるべきであ

る。これらの規制は、競争を制限し、起業化を阻

み、効果的な投資を歪めるおそれがあるからだ。

競争を歪める規制を避けることにくわえ、FCC

は、市場メカニズムが最も有効に働く環境を作

るべきである。FCCは、周波数の割当てと特定

の者への免許のいずれの面でもこの考え方を貫

くべきだ。周波数割当てにおいては、FCCは、

国民のニーズを満たすサービスに周波数が十分

確保されるよう配慮すべきである。さらに、周波

数がその価値を活かせない規則のもとで使われて

いるならば、FCCは、迅速・効果的に、周波数の

有効利用のため、サービスの規制を緩和し弾力性
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を拡大し、その結果、免許主体や国民にとってそ

の周波数の価値が高まるよう措置すべきである。

FCCは、現在の無線局設置場所ごとの免許付与を

あらため、周波数帯域を単位に免許するように可

能な限り措置すべきだ。具体的に述べてみよう。

サービスの種類などに応じ弾力的に区分けした地

理的地域を単位に一括免許とし、また、周波数利

用の任意の変更を可能にする仕組みを導入する。

また、既存免許主体の周波数変更にともなう補償

を、新旧の免許主体間で協議する適切な手続きも

検討すべきである。

FCCは、将来の利用のため周波数を必要以上に

留保すべきでない。多くの場合、周波数が実際に

使用され、その用途が技術発展や市場拡大に応じ

弾力的に変更できるようになっているほうが、周

波数を不確定なまま留保しておくよりも公益にか

なうものだ。それゆえ、FCCは、なお免許されて

いない多くの周波数を免許するよう努力すべきで

ある。また、連邦政府用にこれまで保留されてき

た周波数に関する権限を譲り受け、民間セクター

に速やかに周波数を割り当てるべきだ。FCCは、

周波数を割り当て免許し、その活用に十分な柔軟

性を与えることが望ましい。柔軟性の例として、

周波数のユーザが、今直ちに使用しないでとって

おくほうが周波数の使用価値としてはベストだと

判断する場合、その判断をFCCは尊重することも

考えられる。FCCは、「無線局開設をしない『滞

貨』を防止し農村地域での整備を促すため一定期

間内に無線局開設を求める。」ということを免許

条件にしないようにすべきだ。この条件を課すこ

とは必ずしも問題解決にならない。免許主体は、

条件を満たすからといってサービスを実際に提供

するとは限らず、かえって周波数の非効率利用に

つながる結果になるおそれがあるからだ。

周波数の経済的有効利用を促すため、周波数の

技術的特性やサービスの必要周波数の相違を考え

て、FCCは、免許の地理的範囲と周波数帯域を決

めることが可能だ。一般論としていうと、周波数

の有効利用の評価に近似するように条件を決める

べきであろう。周波数の流通市場（第二次市場）

での取引コストを考えると、流通市場での再販売

の可能性を少なくし、有効利用を速やかに実現す

るため、最初の割当ての枠組みが重要である。

FCCは、周波数を細かく分割せず大きな一かたま

りの単位で扱うべきだ。同時・多ラウンドオーク

ションや組み合わせ（パッケージ）入札など、ま

とまった帯域で有効利用が図られるよう工夫すべ

きだ。FCCは、伝搬特性を考慮し、広帯域サービ

スにもっともふさわしい周波数のブロック化をは

かるべきだ。同時に、FCCは、周波数の有効利用

の評価といっても永続的・完全なものとは必ずし

もいえないことを認識し、技術進歩により、サー

ビスに必要な帯域が変わり、異なった帯域条件の

新サービスが生まれ、サービスの効果的提供のた

め帯域の拡張が必要になることにも配意すべきだ。

FCCは、周波数の割当てやサービス区分、占有周

波数帯域幅などを硬直的に確定せず柔軟に対応で

きるようにすべきで、仮に当初の周波数割当てに

不完全性がある場合は、その不完全性をなおそう

とする市場の機能を尊重すべきである。

FCCは、また、専用免許、共同免許、免許不要

周波数利用を３つのジャンルをどう使い分けるか、

慎重に検討すべきだ。専用免許を得れば、免許主

体は他からの混信・干渉を受ける心配がなくなり、

効率性・品質アップなどを追求できるメリットが

ある。微弱電波（空中線電力が微弱）での周波数

利用は、混信の可能性は低く、第三者に同一周波

数を利用させてもさほど影響はないので、免許を

与えなくとも効率的、競争的に周波数を利用する

ことができる。ただ、いったん、周波数を免許不

要のジャンルに入れると、その周波数は高出力の

サービスに用いることができないというコストが

87 郵政研究所月報 ２００１．５



発生する。低出力利用と高出力利用の各々の利点

を比較することはきわめて難しいが、FCCは、一

定の周波数を免許不要利用にすることの得失を評

価する枠組みを開発するよう努めるべきである。

当然、この得失は、専用免許に当該周波数を割り

振る得失と比べるべきだ。

FCCは、免許が必要なサービスの占用帯域でも、

混信を受けてもかまわないという条件で低出力の

機器の免許不要利用を認めてきた。また、混信を

許容する条件でより高出力の通信機器を免許なし

で容認してきた。さらに、一定の周波数帯域を免

許不要の個人通信サービスの機器だけのために割

り当ててきた。FCCは、周波数を免許なしに利用

させることが適当な環境について、特に、周波数

拡散技術のような技術がこのような免許不要の機

器に利用される可能性が高くなっているか否かに

ついて、さらなる検討を行うべきだ。同時に、

FCCは、免許をもたないユーザは周波数を有効に

使うインセンティブがどれほどあるのかに注意を

払う必要がある。FCは、これまで運用手順、自

主規制、空中線電力の制限といった方法で対処し

てきた。FCCは、免許条件の弾力化、条件緩和と

いう状況変化のなか、免許主体が、メーカとの契

約を通じ周波数を低出力で使うことで利益を得る

可能性があることに留意すべきである。

次に周波数を複数の者で共用するため複数の者

に免許を付与するケースを考えてみよう。このよ

うな免許は互いに混信を避けるためさらなる規制

条件をユーザに課する傾向があり、このため、サ

ービス品質が劣化するおそれがあることに留意し

なくてはいけない。また、周波数を有効利用しよ

うとするインセンティブが乏しくなるおそれがあ

る。これらのコストと、周波数を多数にオープン

にする便益とを比較考量すべきだ。周波数共用は、

免許主体と第三者との間の私的取り決めで行える

かに留意すべきである。一般的に、周波数共用は

例外的な場合でのみ認められるべきであろう。た

とえば、取引コストが高く有効な当事者間で合意

がなかなかできない場合である。取引コストが高

い場合であっても、FCCが共用を認めることがで

きるのは、技術動向や取引コストが将来的にも高

値安定といった点につきFCCが十分な判断材料を

もっているときに限るべきだ。

競争促進は、個々のユーザに対する周波数免許

付与ルールを設定するうえで、基本的に配慮すべ

き条件である。特に、FCCは、できるだけ免許適

格要件を緩和することで参入障壁を引き下げるこ

とが望ましい。FCCは、価格管理や競争阻害など

の行為により市場メカニズムの発展維持をさまた

げる者を排除するような場合を除き、適格性の基

準を高くすべきではない。さらにFCCは、利用可

能な周波数資源の開放を進め、広帯域のブロック

から周波数を選択できる弾力的な政策を講じるこ

とにより、市場への参入障壁を低くし、また、適

格性基準も緩和すべきである。

同時に、FCCは、競争条件の維持促進に資する

限りにおいて、市場に直接介入する可能性を検討

すべきだ。市場メカニズムといっても万能選手で

はない。不完全競争市場では経済効率の確保や消

費者の福利の最大化はできない。なぜなら、巨大

な生産者が市場を支配しているからだ。市場メカ

ニズムや反トラスト法がうまく機能しないときに

は、FCCは、少なくとも相当数の競争者を確保す

るため、周波数キャップのような措置を考えるべ

きであろう。このような措置は、市場集中度、価

格パターン・傾向、参入障壁の程度、代替的サー

ビスの可能性などを考慮して完全競争へのステッ

プとして考えられるべきだ。

（４） 弾力性

最も効果的な方法で最高の価値のサービスを、

競争により消費者が享受するには、市場メカニズ
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ムや弾力的にニーズに応えることが必要だ。弾力

性は、人為的な市場参入障壁をなくす効果がある。

周波数のユーザは、様々な新規サービスに対する

国民のニーズに素早く応えることができるように

なり、また、行政コストや遅延なしにサービス・

技術のイノベーションに取り組むことが可能にな

る。弾力性が増すことでユーザの周波数利用の選

択肢が広がる。すなわち、当初の用途以外の目的

に利用したり、より有効利用ができる第三者に周

波数の一部の権限を移譲することにより、周波数

の有効利用を一層はかる投資が可能になるのだ。

弾力性によって、潜在的なサービスの種類は多様

化し、また、その提供事業者数も増えるので、競

争を促進することになる。一般的に、弾力性を付

与するということは、FCC承認を受けた管理権の

移転の自由、一定の技術基準のもとでの用途決定

の自由、周波数利用での利潤獲得の自由など、一

般的に私的所有権の属性と考えられる処分の自由

の一部が、あたかも付与されたように見える。

FCCは、永久的・排他的な所有権を周波数に法的

に認めることはできない。しかしながら、所有権

の属性である利用の自由を容認すれることにより、

競争は一層活性化するであろう。

それゆえ、FCCは、次の４つの項目についてユ

ーザの周波数利用の弾力性を最大化する政策をと

るべきだと考える。

まず、第一に、ユーザは、サービスの弾力性を

本来的に持つべきだ。つまり、周波数の用途を

ユーザの選択に委ねる弾力性だ。最近の行政実

務では、FCCは、個人通信サービス（PCS）や一

般無線通信サービス（GMCS）のような新規サー

ビス分野で、サービスの弾力性を増す措置を講じ

ている。同様に、FCCは、移動サービスで免許を

受けた者であってもさらに固定サービスもできる

ように措置するなど、既存のサービスでも弾力性

を増すように政策変更した。一般的に、このよう

な措置は継続すべきであるが、既存の大手の免許

事業者は、競争を抑えるため弾力性を制限するよ

うFCCに要請する可能性がある。既存の免許主体

の私的利益を保護するため、新規の周波数利用の

公的利益を制限することは、公益を促すものには

ならない。サービスの弾力性を最大化することに

より、ユーザは、迅速・効果的に顧客のニーズに

応じ、また、技術的に可能な追加的なサービスを

提供できるよう条件を変更することが可能になる。

第二に、技術的な弾力性が重要だ。サービスに

求められる技術や機器を選択する幅の拡大である。

技術的な弾力性によって、周波数のユーザは、不

必要な遅延や規制上の容喙なしに、革新的で周波

数の利用効率がよく、低廉で顧客ニーズに合った

サービスを提供することが可能になる。さらに、

各々のユーザは、さまざまに異なった技術を試み

ることを許されるようになり、多種多様な技術を

もとに競い合うことができるようになる。たとえ

ば、ある人は、符号分割多重アクセス（CDMA）

がベストと考える一方で、別の人は、時分割多重

アクセス（TDMA）やグループ・スペシャル移動

（GMS）基準のほうが適当だと考えるかもしれな

い。異なる技術間の競争は、イノベーション、新

サービスを生む。

第三に、ユーザは、占有周波数帯やサービス提

供地域を選択する弾力性をもつべきだ。FCCは、

免許付与の時点で最低限、その周波数の許容帯域

と利用地域を定めなくてはならないが、いったん、

免許が付与された後では、免許主体は、帯域や地

域の分割を行う自由をもつべきだ。同様に、当初

の周波数免許では帯域や地域が不十分で制約が多

い場合は、ニーズを満たすため他の免許主体に割

り当てられた周波数も合わせて利用できるように

することも可能にすべきであろう。

第四に、免許主体は、サービス提供時期につい

ても自由度をもつべきだ。一定の法的条件のもと
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で、FCCは、免許主体が一定期間内にサービス提

供を始めるべきであるという現在の条件をなくす

べきである。経済的にみて効率的であれば周波数

を使わずにとっておくことを認めることで、市場

メカニズムによって周波数利用の適否・可否を定

まるようにすべきで、行政サイドが周波数を開放

する時期に関し主導権を握るようなことはやめる

べきだ。周波数利用の権限の移転に関する弾力性

を含め、周波数の弾力性は、周波数を使わないで

おく完全な機会コストを免許主体に許容すべきで

ある。

たいていの場合、サービスと技術の弾力性の制

限は、唯一、混信を防ぐルールによってのみなさ

れるべきだ。周波数利用の権限は、他からの混信

がなく周波数を完全に使えるという期待がなけれ

ば利用価値は制限される。周波数のユーザは、土

地やその他の資源のユーザと同様に、ユーザに認

められた周波数利用の便益を享受するため、ある

程度、利用の制限を甘受せざるをえない。FCCは、

混信を受けないというユーザの期待を満たすため、

その期待を保護するルールを設けユーザに強制す

べきだ。ただ、FCCの定めるルールといっても、

ユーザの弾力性の抑制は最小限にするように配慮

すべきである。混信を制限するルールは、許容さ

れるサービス、技術を特定するといった基準でな

く、一般的に明示的な電波伝搬の制限、地域的な

制限、共用基準などで示されるべきである。ユー

ザの伝搬条件が数値基準に準拠する限り、サービ

スや技術については自由であるべきだ。周波数の

ユーザが当事者間の交渉によりFCCの設定ルール

と異なる混信基準を設けることも許されるべきだ

と思う。

FCCは、技術的な弾力性を可能な限り認め、弾

力化の制限は最小限にするよう努力すべきである

が、技術基準をある特定のものにすることが、効

率的な市場メカニズムを促すものになるのかどう

かは、見極めることが大切であろう。共通の基準

が商品・サービスのため経済的に有効であれば、

市場メカニズムが働いて、生産者は、最適の共通

基準を自らの意思で採用するようになる。しかし、

市場メカニズムでは、速やかな共通基準の確立に

失敗する場合もあるかもしれない。なぜなら、

個々の生産者は、公共の利益とは別の尺度の個別

基準に利害を持っているからだ。FCCがこのよう

な制約状況に関与することは適当であるが、つつ

ましくそうすべきだ。なぜなら、公的機関から強

制された技術基準には根本的な障害があるからだ。

たとえば、FCCは、最も効率的な基準を選択する

のは難しい。たとえ基準を選択したとしても公共

の利益にあったイノベーションを損なう可能性は

ある。さらに、単一の技術基準を定めることは、

サービスの実用化を遅らせる重大な要因になる場

合もある。FCCは、市場本来の自動調整メカニズ

ムを不用意に踏みにじることがないように配慮す

べきだ。単一の基準が必要な場合は、FCCは、産

業界が基準に合意するよう促すべきである。その

基準は可能なかぎり弾力性をもつことが望ましい。

さらに、FCCは、市場がもはやその基準を必要と

しないと判断したときは、その基準を見直すよう

積極的に動くべきだ。

（５） 公共の利益と市場の失敗

一般論で言えば、競争は、社会的に最適の商

品・サービスの組み合わせを経済的・効率的に生

産する最適の方法である。しかし、社会的厚生の

最大化に失敗する場合もある。たとえば、市場支

配力が強大な生産者がいる市場では社会的厚生の

極大化は不可能だ。また、アウトプットの生産・

消費が大きな外部性をもつとき、つまり消費者や

生産者の意思決定プロセスに組み込むことが難し

いコスト、便益があるときも、市場の失敗はあり

うる。
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市場は、また、公共財の範疇で社会的に効率

的なアウトプットを生み出すことに失敗する場

合もある。公共財は、個人が購入しないでも

（非排他性）、同一財から他の消費者が便益を得

る機会を奪うことなしに（消費の非競合性）、消

費できる商品・サービスである。市場メカニズ

ムでは公共財の生産量は均衡水準以下になるの

が典型だ。なぜなら、フリーライダーを排除す

るメカニズムを欠いているため、生産者は、財

を受容するすべての消費者からコストを回収で

きないからである。多くの周波数のユーザは、

公共財の属性を持つサービスを提供する。たと

えば、国防、防災、基礎科学研究は公共財で、し

ばしば全体として公共の利益のため、政府機関が

サービスを提供し、あるいは、サービス提供のた

め資金を供給する。しかし、厳密に言えば、その

サービスが公共財であっても、サービスへの投入

財は公共財でない。周波数は、自動車やラジオと

同じように、公共財を生産する手段の投入財であ

る。

公共の利益は、公企業や私企業が経済的に有効

な種類・量の公共財を生産するとき最大になる。

周波数を使う国防、防災などのいくつかの公共財

では、FCCと他の行政機関が協議し連邦政府の使

用する周波数の領域について合意がなされている。

しかし、他の公共財については、FCCは、望まし

い量の公共財の生産が確保され公共の利益を促進

するよう最善の努力をすべきだ。識者の中には、

この目的達成の最善の方法は、公共機関が公共財

の生産者に直接的な補助金を割り当てることだと

言っている。公開市場で周波数獲得競争を行う者

への補助金である。しかし、また、歴史的・政治

的な理由からこの方法はしばしば現実的でなく、

周波数は公共機関のため留保する必要がある、と

主張する人もいる。公共安全無線勧告委員会

（Public Safety Wireless Advisory Committee）の報

告書が、周波数へのアクセス、財政基金、公共安

全サービスの維持改善に資する公衆通信サービス

へのアクセスについて記述してあり参考になる。

周波数の割当ては、公共の利益をはかるため最大

の便益をどのように措置すれば得ることができる

か、を基本に考えるべきで、FCCは、周波数の保

留を検討するに際し、サービス価値の比較考量が

大切である。一般論では、使途を明示する補助金

は好ましい。それは、対象を限定しコストは容易

に算定評価できるからだ。逆に、周波数の保留コ

ストの算定は困難である。オークション収入を公

共安全サービスに振り向けるようなオプションは、

周波数保留より効果的な補助メカニズムであろう。

なぜなら、公共安全機関は、周波数利用の機会コ

ストを顕在化し、より効率的な選択肢を選択する

ことが可能になるからだ。

公共の利益への配慮によって、サービス・技術

の弾力性は制限を加えられる。たとえば、１９３４年

通信法等は、放送会社に公益上の義務を課してい

る。連邦選挙候補者のテレビ放送に対するアクセ

スや候補者間の機会均等、子供向け教育・情報番

組の枠確保義務などが放送会社に課されている。

また、直接衛星放送では、公共教育・情報番組用

にチャンネルを確保し、全国的な教育・情報番組

プロバイダーに合理的な料金で利用させる義務が

ある。（ディジタル音声ラジオサービスでも同様

のルールを提案している。）通信事業者へは、正

当・合理的で妥当なコストでユニバーサルアクセ

スができるよう公益的配慮を求めている。また、

ハンディキャップを持つ人たちへの配慮も求めて

いる。技術基準では、電磁波障害を含む、健康、

安全、環境保護への配慮が必要だ。さらに、緊急

時の通信確保のため、相互通信ができるような配

慮も要請している。
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を得る目的で使用料を徴収すべきではなく、ユー

ザが機会コストを実現しないときに限り、徴収す

べきであろう。

５　FCCの周波数政策の重点

前述したFCC無線通信局のTom Sugrueは、昨年

７月１９日の下院商務委員会通信・貿易・消費者保

護小委員会で次のように周波数政策の重点につい

て証言している。

５．１　証言概要

現在、FCCは、４つの大きな周波数政策を推進

している。

①　弾力化の推進

FCCは、周波数割当ての弾力化を進めている。

たとえば、免許主体が利用者のニーズにより適切

に応えられるようにサービスルールの制限を緩和

し、類似のサービス間でのルールを調和させるよ

う努力している。

②　新技術の開発

FCCは、周波数有効利用技術の新規開発に努め

ている。たとえば、超広帯域（Ultra-wideband :

UWB）技術、ソフトウェア変換無線（Software-

Defined Radio : SDR）技術である。この春、FCC

は、UWBについてNPRMを、SDRについてNOIを

出した。UWB技術により、干渉を起こすことな

く既存無線サービスに占有されている周波数を活

用できるようになり周波数の一層効率的な利用が

可能になる。SDRは、現在開発中の次世代無線装

置で、瞬時にプログラムを変換することで、広い

範囲の周波数領域で伝送方式の種類を問わず送受

信できるようにする技術である。

③　より波長の短い周波数帯の開発

FCCは、３GHz以下の周波数帯での混雑状況を

改善するため、より波長の短い領域の周波数帯の

開発に取り組んできている。
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（６） 免許と料金政策

周波数利用の便益最大化のため、免許付与にあ

たっては、免許はすみやかに行い煩雑な手続きは

なくすべきである。競合する免許申請に対しては、

競争入札が最も適当だ。まず、競争入札は、その

入札制度設計がしっかりしていれば、当初から周

波数利用価値が最も高い者に免許を与えることが

でき、周波数の有効活用を促すことが可能になる。

周波数の第二次市場、すなわち、免許された周波

数についてのリースや譲渡の市場は、より利用価

値を有する者に周波数を利用されることになり、

それはそれなりに好ましいものであるが、時間ロ

スや取引コストを考えると、最初のオークション

のほうが適当だ。第二に、現実に周波数を利用し

てサービスを行う意思がなく、単に再販し収益を

得る投機目的で免許を得る者を排除することがで

きる。この投機目的の周波数獲得ははオークショ

ンの前に実施した「くじ方式」で顕著であった。

さらに、競合する申請のいずれに免許するかで審

査に時間を費やしてきたこれまでのやり方に比し

て、すみやかに免許付与者を決めることが可能に

なり遅延を防止することができる。

しかし、競合者がそれほどいない場合や、周波

数の用途が特殊なものに限られているとき、さら

に、範囲・規模の経済がはたらくときは、競争入

札の実施には慎重な配慮が必要である。国境をま

たいで多国間でサービスを提供するケースでは競

争入札は現実的ではない。

連邦議会が認める場合は、FCCが周波数利用に

使用料を徴収することも可能であろう。一般論と

しては、FCCは、周波数の有効利用を促進するた

め周波数の市場価値を算定すべきであろう。たと

えば、周波数を共用する免許の場合、免許主体相

互で通信錯綜・混雑を少なくし周波数の有効利用

のインセンティブをたかめるため、使用料をとる

ことは適当であろう。ただし、FCCは、単に収入



６．２　オークション開始遅延の理由

この入札が遅延している理由について、FCCの

Tom Sugrueが次のように証言している。（昨年７

月１９日の下院商務委員会通信・貿易・消費者保護

小委員会）

７００MHz帯の３６MHzがオークションにかけられ

る予定であるが、この周波数帯は、UHFアナログ

テレビの６０チャネルから６９チャネルで、議会が、

周波数移行期間後ディジタルテレビ用新周波数と

交換することを条件に、放送会社に返還を命じた

周波数である。この周波数帯へのアプローチは

FCCの周波数管理の考え方を典型的に示すととも

に、理論を消費者の利益に資するようにすること

の困難さも物語っている。

この周波数帯は、非常に利用価値が高いところ

で、広帯域移動系サービスに加えて、DSLやケー

ブル･モデムといったライバルのインターネット

アクセス手段に匹敵する高速固定系インターネッ

トにも活用できるところである。新規に割り当て

る周波数帯のサービスルールをどう決定するかが

応札者を決めることになる。できるだけ技術的に

中立で、市場原理が免許形態やサービスの種類を

決めるように、FCCはルールを決める方針である。

７００MHz帯のオークションでは、６つの地域で

各々２つずつの免許を付与する。しかし、免許主

体が一地域２つの免許を合わせ、インターネット

アクセス用固定系回線としてすべて占有すること

も可能である。あるいは、幾つかの地域にまた

がって免許を取得し地域横断的に移動無線系サー

ビスを提供する選択肢もある。免許に関しこのよ

うな弾力的な取扱いをすることで、応札者は、そ

のビジネスプランに合致するように周波数を取得

することが可能になるのだ。FCCは、組み合わせ

入札（combinatorial bidding）など、絶えずオーク

ションの仕組みを試行錯誤している。この組み合

わせ入札は、応札者が個々の個別入札に各々独立
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④　周波数第二次市場の開拓

FCCは、周波数の第二次市場の活性化を模索し

ている。一定のサービスへの短期・中期的な需要

を満たすため暫定的に周波数を利用させるべく、

周波数の「リース」が想定できる。このような枠

組みの潜在的な可能性はすべての関係者にとり大

きなものがある。賃貸側は長期経営戦略の目標に

合わせ周波数を保持しつつ収入を得ることができ

る。賃借側はサービスが行き届かなかった顧客に

対しサービスを提供することで収益を得ることが

できる。消費者はサービスを享受する機会を得、

メーカは関連商品の販売で利益を得ることが可能

になる。規制機関であるFCCは、公共の利益の実

現を図るため周波数資源の有効利用を一層促進で

きる。

６　オークションの現実

６．１ ７００MHz帯のオークション（オークション

３１）

昨年１月７日、FCCは、従来UHFテレビ用に割

り当てていた７４７－７６２（Ch６０～Ch６２）、７７７－７９２

MHz（Ch６５～Ch６７）の３０MHzをオークションに

かけると発表した。（オークション番号３１）。周波

数の使途は、 固定・移動・放送のいずれのサー

ビスでも構わない。全米を６つの地域（北東地域、

中部大西洋地域、南東地域、中央・山岳地域、太

平洋地域）に分け、３０MHzを２０MHzと１０MHzに

分割し各々免許する。全部で１２の免許が付与され

る計画だ。免許の期限は２０１５年１月 １日。

●２０MHz（１０MHz（７５２－７６２MHz、７８２－７９２

MHz）×２）×６地域

●１０MHz（５MHz（７４７－７５２MHz、７７７－７８２

MHz）×２）×６地域

この入札期日は、当初昨年５月１０日だったもの

が、６月７日、９月６日、と延々と遅延し、現在

のところ、本年９月１２日スタートとなっている。
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的に拘束されるのではなく、個々の入札を合わせ

た入札全体に対し応札するものである。この方式

は、個々の周波数を合わせ総体として利用できる

ようにするもので、シナジー効果が期待できる。

ちなみに、この組み合わせ入札方式は、１９９７年均

衡予算法で議会から試行するようFCCに要請され

たものである。

７　終わりに

FCCのオークションは試行錯誤の連続である。

オークション３１では、Ch６０～６９の既存放送会社

と新規免許主体の間の費用分担のルール化、無線

設備撤去コストの上限設定などさまざまな課題が

俎上にのぼった。

また、寡占化・独占化を防ぎ競争を促すため設

けられた周波数のキャップ制についても、Stearn

下院議員が、２０００年１月１日以降にオークション

に付された周波数や移行・免許付与された周波数

について取得周波数の上限をはずす法案を先の会

期に提出したように、論議されている。

また、オークションの性質上、当然と言えば当

然かもしれないが、国際比較すると落札価格の差

は歴然としている。

世界各国の周波数オークション制度は、様々な
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問題を抱え試行錯誤で課題を解決しつつ、今後と

も活用されていくであろう。わが国としてもこの

ような動向を注視していくことが必要である。
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１　学会・大学・講演会等での発表

「海外経済及び金融市場を見るポイントと予測」郵政大学校（４月１２日）

「経済指標の見方について」中央郵政研究所（４月１８日）

「郵便局施設配置の改善に関する数理計画モデル分析」日本オペレーションズ・リサーチ学会

（５月１日）

「マクロ経済予測(総論)」郵政大学校（５月８日）

「マクロ経済予測(各論)」郵政大学校（５月１６日）

２　報道発表

「金融業の進化と経営組織の在り方に関する調査研究会」第四回議事内容、郵政研ＨＰ（４月２３

日）

「金融業の進化と経営組織の在り方に関する調査研究会」第五回議事内容、郵政研ＨＰ（５月１７

日）

３　郵政研究所セミナー

「米国世帯の郵便利用動向」郵政研究所セミナー（４月４日）

「窓口スペースの将来形態の研究」（４月１１日）

「インターネット・コンテンツ統計調査結果」（４月１８日、１９日）

「生命保険事業の販売チャネル」（４月２５日）

「地域経済力と郵便局別需要」（５月９日）

「郵政研究所米国情報通信動向報告会」（５月１６日　トーマス・カトウ)

「地域金融機関と地方公共団体の金融取引」（５月２３日）

「環境問題に対する我が国及び諸外国の取組」（５月３０日）

４　金融・経済解説紙等の発行

「IPTP トピックス」（適宜）

「IPTP ECONOMIC WEEKLY」（毎週金曜日）

５　広報活動

（１） Ｐ－ｓａｔ放映

「デジタルパーク郵政館」毎週水曜日放映（１ｃｈ）

「月例経済･金融概観の解説」（４月）

「月例経済･金融概観の解説」（５月）

「定例郵便物数調査の概要について」（４月１６日）

郵政研究所通信
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（２） 新聞・雑誌・学会誌等への掲載

「国際コンファレンスの開催について」通信文化新報（３月２９日）

「トラッキング・ストック」かんぽ資金（４月号）

「１２月の地域経済指標の総的な動き」かんぽ資金（４月号）

「コンテンツ統計」日本工業新聞（４月１３日）

「郵便物自動選別取揃押印機を利用した郵便物数の把握」郵政（４月号）

「宿駅制度４００年」郵政（４月号）

「前島密と日本橋郵便役所」（「ロイヤルパークホテル」冊子にポスト・錦絵・前島密の業績等原

稿提供）

「エレキテル」防衛施設と技術（４月号）

「退職予定年齢を考慮した消費関数の推計」日本経済研究No.４２

「ユーロ圏の拡大」かんぽ資金（５月号）

「１２月の地域経済指標の総的な動き」かんぽ資金（５月号）

「中村幸治と丸形ポスト」郵政（５月号）

「郵便ポストの変遷」（「マネージャパン」５月２１日）

「国際コンファレンスの開催について」情通ジャーナル（５月号）

「研究発表会の開催について」情通ジャーナル、郵政（５月号）

６　ていぱーくの特別展

・ 特別展「地球の声を聞いた男～郵便局長と昭和新山～」（１月５日（金）～２月４日（日））

・ ＮＨＫ大河ドラマ「北条時宗」展（２月１０日（金）～２月２５日（日））

７　その他

・坂野記念館「２０世紀デザイン切手原画展」（１月４日～６月３０日）

・とっとり花回廊「鳥取花回廊キューケンホフフェスティバル」オランダ切手展（４月３日～２２

日）

・（財）切手の博物館「郵政事業庁発足記念切手展」（４月２０日～２９日）

・講演会「エコロジーはエコノミー」講演者：森恵(郵政研究所会議室４月２４日）

・「日本郵政事業庁における環境への取組」ＵＰＵ環境関連会議への資料提出（４月２５日）

・朝日新聞社文化企画課「生誕８０年記念―絵の詩人「谷内六郎の世界」展（４月２５日～５月７日）

・中央郵政研修所「前島密コーナー」設置協力

・東京郵政局総務部広報室「郵政３０年史」ビデオ制作に協力
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◆　Opinion －読者の声－　◆

本号に掲載した論文等について、皆様からのご意見をお寄せください。本誌の中で随時取り上げ

ていきます。宛て先は下記まで、所属先及び氏名を明記の上、お送り願います。

なお、郵政研究所では大学・研究機関等のホームページと積極的にリンクを設定していきたいと

考えております。リンクをお考えの方は下記までＥ－ｍａｉｌにてお知らせ下さい。

【御意見等の宛て先】

〒１０６－８７９８ 東京都港区麻布台１－６－１９ 総務省郵政研究所　研究交流課

ＴＥＬ：０３－３２２４－７３１０ ＦＡＸ：０３－３２２４－７３８２

ＵＲＬ　http://www.iptp.go.jp/

Ｅ－ｍａｉｌ：www-admin@iptp.go.jp
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時　　間　１３：００～１６：２５

会　　場　総務省講堂（地下２階）（千代田区霞が関２－１－２　中央合同庁舎第２号館）

◯特別講演 （１３：０５～１４：０５）

◯研究発表テーマ・発表者（１４：１０～１６：２５）

◯ていぱーくエキシビション　（第１部の開催に併せて開催）

時　　間　１２：００～１７：００

会　　場　総務省第１・２会議室（地下２階）

時　　間　１０：００～１６：１５

会　　場　郵政事業庁飯倉分館　（港区麻布台１－６－１９）

「前島一代記」と「日本切手の２０世紀」 ／附属資料館

１「郵便の利用特性」

濱　俊之／第一経営経済研究部長

２「事業体と環境施策」

吉田　太一／技術開発研究グループ総括専門官

３「統計でみる家計の貯蓄動向と資産選択」

浅野　文昭／第二経営経済研究部長

４「コンテンツ統計と電子商取引」

西川　泰久／通信経済研究部長

「日本経済の軽量分析と公的金融の将来」 吉野直行／慶応義塾大学経済学部教授

第１３回郵政研究所研究発表会開催案内

郵政研究所では、調査研究の成果を広く対外的に発表するとともに、部外研究者との意見交換を

行うため、次のとおり研究発表会を開催します。

第　１　部　　平成１３年６月７日（木）

第　２　部　　平成１３年６月８日（金）



郵政研究所月報 ２００１．５ 100

研究発表テーマ・発表者　（分野別に３会場に分かれて同時開催）

郵政事業庁飯倉分館５階　Ａ会議室

【郵政文化セッション】

１「ペリー提督が献上した「エンボッシング・モールス電信機」（複製機）の機能化改造と通信実験」 井上　恵子／附属資料館

コメンテーター 若井　登／元電波研究所長・元東海大学教授

２「前島密と郵便制度」 井上　卓朗／附属資料館

【技術開発セッション】

１「顧客情報管理支援システムに関する調査研究」 坂東　秀紀／技術開発研究グループ

２「インクジェット用年賀葉書の課題と仕様改善への取組」 細川　東洋一・北島　光泰／技術開発研究グループ

【郵便・物流セッション】

１「情報通信の発展が郵便事業に及ぼす影響に関する研究」 外薗　博文／第一経営経済研究部

２「公益事業における競争導入と企業の対応」 中川　豪／第一経営経済研究部

郵政事業庁飯倉分館３階　第１・２会議室

【金融・経済セッション】

１「日本の家計が抱える問題」 松浦　克己／特別研究官

２「日本人の遺産動機の重要度・性質・影響について」 山下　耕治／第二経営経済研究部

コメンテーター　奥井　めぐみ／金沢学院大学経営情報学部助教授

３「都市階級別データによる預貯金選択の分析」 神谷　宏／第二経営経済研究部

コメンテーター　竹澤　康子／東洋大学経済学部助教授

４「株価の変動が銀行貸出に与えた影響について」 芦原　一弥／第二経営経済研究部

コメンテーター　竹田　陽介／上智大学経済学部助教授

５「長期金利の変動要因と推計について」 若松　幸嗣／第三経営経済研究部

郵政事業庁飯倉分館５階　Ｂ・Ｃ会議室

【情報通信セッション】

１「インターネットコンテンツにおける統計調査」 島田　博也／通信経済研究部

２「電気通信の需要分析」 中村　彰宏・吉田　誠／通信経済研究部

コメンテーター　三友　仁志／早稲田大学国際情報通信研究センター

及び大学院国際情報通信研究科教授

３「多チャンネル時代の放送市場に関する調査研究」 春日　教測・土谷　純二／通信経済研究部

コメンテーター　菅谷　実／メディア・コミュニケーション研究所教授

４「情報環境とセキュリティ意識について」 住尾　健太郎／通信経済研究部

５「物販ネットビジネスに必要な機能のシステム化に関する調査研究」 北村　雅彦／通信経済研究部

６「電子商取引の拠点としての郵便局の在り方について」 平野　純夫／通信経済研究部

※なお、発表テーマ、発表順等につきましては変更となる場合があります。
また、詳細については、郵政研究所ホームページ（http://www.jptp.go.jp/）または郵政研究所研究
交流課（０３－３２２４－７３７８）までお問い合わせ下さい。



慌しかった４月が過ぎ、東京は初夏の陽射しです。毎年、初めて半袖で外に出ると

きはとても爽快な気分です。

年度が変わって、保育園では父母のクラス役員を決めました。「毎回の集まりは１６：

００頃からです」「議事録ノート等を回して、情報共有しています」という話を聞いて、

端っこで隠れていました。Ｅ－ｍａｉｌ等でやり取りができるなら参加も可能、と思った

のですが、そうはなっていないようでした。すべての保育園の運営用（保育用ではな

く）にパソコンを一台配備する、とかできませんかね？連絡等にパソコンを使ってく

れれば、参加しやすくなる人がいるのではないでしょうか。保育園の先生は若い人が

多いので、使う側にはあまり問題はないと思います。

さてこのたび、郵政研究所月報４月号に印刷ミスが見つかり、回収させていただく

ということがありました。ご返送の手間等、さまざまにご迷惑をおかけしたことをお

詫び申し上げます。また、当所からのお願いがわかりにくかったため、別のものをご

返送くださった方、当初お送りしたものと差し替え用にお送りしたものを２冊ともご

返送くださった方もいらっしゃいました。お手元に４月号がない方は、必要があれば

お送りしますので、お知らせください。

なお、ご返送の際にあわせて住所変更等お知らせ下さった分については、今回送付

分より対応させて頂いています。修正されていない場合は、誠にお手数ですが、再度

下記までお知らせいただければ幸いです。

E-mail www-admin@iptp.go.jp FAX ０３－３２２４－７３８２

郵政研究所では、研究の成果のほとんどをインターネットで公開しています。

郵政研究所ホームページアドレスはこちら→　http://www.iptp.go.jp/

（倉澤）

編集後記
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